
くとともに、いわゆる貧困の連鎖に対しても対策が必要である ③生活困窮世帯の小中学生に対して、教育支援員や学習支援事

。また、生活保護受給者の高齢化に伴い、増加している医療扶 業（学習教室）を活用し、学習理解や高校進学を支援

助や介護扶助について、更なる適正化が必要となる。 ④後発医薬品の使用促進、医療費の分析、健康増進事業等によ

これらの課題に対応するため、ケースワーカー数の充足及び更 る医療扶助の適正化を推進

なる資質の向上が求められるところである。 ⑤ケースワーカー増員要請の継続及び研修会・事例検討会を活

用した資質向上の促進

自立世帯数、自立支援プログラムの相談件数及び生活困窮者支援対象者数（プラン作成者数

）のすべてにおいて、前年度より増加した。よって予定通りの進捗である。

Ｂ
生活保護世帯の増加は緩やかになってきているが、高齢化が進んでいることから、医療扶助

や介護扶助を中心とした生活保護扶助費の増加が見込まれる。また、ケースワーカー配置数

↑ の適正化を進めることにより、ケースワーカーを中心とした人員の増加が見込まれる。

高齢化により生活保護受給世帯の増加、とくに高年齢化で医療や介護等の需要が高まっている。一方で、貧困の連鎖を食い止めるための教

育支援等、就労可能世帯に対する就労自立支援等も重要である。また、平成30年10月から3年かけて生活扶助基準の見直しが実施されるこ

ともあり、より丁寧できめ細やかな説明・対応が求められるところである。そのためには、ケースワーカーの充足、技術の向上を図りたい

。
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取り組み①

取り組み②

取り組み③

取り組み④

取り組み⑤

その他の取り組み

その他の取り組み

３．施策の指標における成果（主な指標）＜CHECK＞
指標の説明 達　成　値

指標名 単位 目標値
( 算　定　式 ) Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

その他施策の取組事項に
係る成果

４．施策の展開 ＜ACTION＞

課 対

応

題 策

○結果と今後の方向性　（シート作成次長記入）
進捗状況
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（総評）

今後の方向性（人員/予算）
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（人員/予算）

（評価者コメント）

02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち 福祉部・生活支援課

05 社会保障

25 生活困窮者支援の充実

　生活困窮者等の生活安定と自立を促すため、生活保護制度の適正な運用を図るとともに、相談者の事情に応じて、適切な

支援・指導を行います。

生活保護事務費

生活保護扶助費

生活困窮者自立支援事業

自立世帯数 就労により生活保護から自立した世帯
世帯 30 20 32 35

数
自立支援プログラム利用者 就労支援相談員による自立に向けた就

件 350 300 638 685
数 労支援を行う相談延べ件数
生活困窮者支援対象者数 支援調整会議で承認されたプランに基

人 25 15 14 21
づき支援した人数

景気は徐々に回復傾向にあるが、一方で高齢化が急激に進んで ①就労可能な生活保護受給者に対して、就労支援相談員による

いるため、今後も生活困窮者が増えていくと想定される。 就労支援に加え、ハローワーク川口による支援

そのため、生活保護受給世帯を中心として、それぞれの生活困 ②生活保護に至る前の生活困窮者に対して、個別に支援計画を

窮世帯の問題に応じ、自立に向けた様々な支援を充実させてい 策定し、生活困窮状態からの自立を支援
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